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 本論文では，第 1 章において，現状の介護サービスにおける課題を踏まえた
上で，本研究開発を進めるに至った背景および本研究の目的を述べる．	 








	 第 3 章から第 5 章は，本論文の本論となる．本研究の方法の項で述べた，現
場の問題解決に向けた具体的な研究開発の内容について記述する．	 





3.2 では,情報共有支援システムに必要な要件に関する調査を行い，主要な 5 つ
の要件を明らかにした．	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介護サービスを提供していく上で非常に重要な情報となる．	 
	 






































   





































   



















くものだと報告している．また，患者数 20 数名から 40 人程度の引き継ぎの時









ることと考える．本論文では，第 3 章 3.3 において介護サービスにおける申し
送り内容を分析する．また，本研究で開発した情報共有支援システムを導入し
た後に取得された申し送り内容を分析し，現場スタッフにその内容を検討して





   





































   





































   
   13 
ることで，システムを発展させることができると考えている．しかしながら，
































	 本研究で開発を目指した情報共有支援システムの概念図を図 2.1 に示す．シ
ステムにおいて共有する情報として，申し送りでなされる業務遂行情報と，カ
ルテには記載しないが，業務を遂行する上で必要となる利用者に特有の利用者
   











る意図伝達機能）を備えることも目指した（第 5 章 5.2 にて触れる）．また，
将来的には，記録された申し送り内容を分析することで，業務改善に活用した
り，スタッフの介護スキルや知識となりうる情報を抽出し，学習や教育の支援























   




図 2.1	 情報共有支援システムの概念図	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異なる 3 つの介護施設と 1 つの総合病院を対象として，介護・医療の現場で具
体的にどのような問題があるのかを把握し，解決すべき問題を特定する（3.1）．
その後，解決のための方策として，情報共有を支援するためのシステム開発に





























   





































   















































   




































   





































   





































   





































   























	 和光苑は入所棟 3部署（1	 部署は認知症専門棟）	 および通所リハビリ 1	 部署の計 4	 部
署からなる．利用者定員は入所棟が 150	 名，通所リハビリが 40	 名の計 190	 名である．
スタッフ数は 2012 年 7 月 1 日時点で計 124	 名であった．スタッフの内訳は入所棟スタ
ッフ 97 名（医師 4 名,作業療法士 7 名,理学療法士 3 名を含む），通所リハビリ部署スタ
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3.3.2.2 と図 3.3.2.3 を参照）．同時に，回答者自身が申し送りを記録する１日当たりの
頻度と記録にかかる時間（分），および申し送りを確認する場合の１日辺りの頻度につ
いて各人の「平均」「少ないとき」「多いとき」がどれくらいであるか回答を求めた．各
質問項目は 4 つの選択肢から回答された．その際，複数回答が許された．	 
（3）申し送りノートの分析	 
2011 年 11 月の 1 ヶ月分の申し送りの記述内容を分析した．その種類を分類し，件数



















	 申し送り事項として，記録したい事柄が発生した件数は 36 件あり，そのうち，実際
に申し送られた事柄は 22 件あった．確認したい事柄は 11 件であり，記録したい事柄の
発生件数よりも少なかった．実際に記録したいことが発生したスタッフは 18 名中 15 名
おり，ほとんどのスタッフにおいて記録したい事柄が発生していることが分かった．記
録したい事柄は，1 人当たり 2 件程度発生していることになる．最大で 6 件発生してい
るスタッフがいた．一方，確認したい事柄が発生したスタッフは 18 名中 8 名だった（1
回が 6 名，2 回と 3 回が各 1 名）．	 
	 
記録したい事柄が発生した場所	 





































	 申し送りノートの分析結果として，まず 1 ヶ月で申し送られる件数の結果について記
述する．2011 年 11 月の申し送り件数は 170 件あった（件数は利用者名や宛名による区
切りをもとに数えた）．日ごとの発生件数は図 3.3.2.1 の通りである．日付の記載が不
明瞭であった場合，前後の日で可能性が高い方の日付に含めた（11 月 1 日，8 日，10
日の 3 日）．1 部署 50 床で 1 日当たり平均 5.9 件（標準偏差 4.6）の申し送りがあった．	 




は 1 部署の 1 ヶ月分のデータだけを集計したが，3 部署と通所をあわせた施設全体につ
いて考えてみると，1 部署 1 日当たり平均 5.9 件あることから，4 つの作業担当で	 1 日



























図 3.3.2.1	 日ごとの申し送り件数（2011 年 11 月分）	 
	 
・各スタッフの記録の頻度と記録にかかる時間	 
	 表 3.3.2.1 はスタッフが 1 日に記録する頻度について，1 日当たり，少ない場合，多
い場合の平均値と標準偏差である．記録の回数は 1 日１人当たり平均で 2.5 回（標準偏
差 1.9）であった．つまり，１人当たり 2～3 回の記録があることになる．多い場合は平
均で 4.2 回（標準偏差 2.2）記録することがあり，最大で 10 回記録するというスタッフ
もいた．	 
	 表 3.3.2.2 はスタッフが 1 日の記録にかかる時間について，1 日当たり，少ない場合，
多い場合の平均値と標準偏差である．記録時間は 1 日１人当たり平均で 6.9 分（標準偏







































































































































ば，和光苑では 3 つの部署と通所リハビリの担当がある．各エリアには日勤帯では 1 勤
務帯当たり 10 名程度のスタッフがいる．各部署の申し送りノートは 1 冊ずつしかない
ため，スタッフの記録の時間の重複が発生する．重複数が多い場合，スタッフによって


















表 3.3.2.3 はスタッフが 1 日に確認する回数の平均的な場合と，少ない場合，多い場
合の確認回数の平均値である．1 人当たりの確認の回数（平均 1.8 回，標準偏差 1.0）
は，記録の回数（平均 2.5 回，標準偏差 1.9）に比べると少なかった．	 
	 












































































































































































































































































































とに適宜分類を行った．第 1 階層として，申し送りの種別は全部で 5 つ（介護･看護，
事務系（スタッフ），事務系（利用者），家族，その他）であり，第 2 階層は種別の詳細
内容である．種別と内容の詳細と件数の割合は図 3.3.3.1 の通りである．	 








った（介護・看護 43％，事務（利用者）18％，家族 5％）．	 	 
	 
	 































































































































































































































































図 3.4.1	 どの場所でシステムが使用できそうかに関する主観評価	 
（「申し送り作成（記録）」と「申し送り確認」について）	 
	 




























































	 本研究では，開発した情報共有支援システムを DANCE（Dynamic	 Action	 and	 kNowledge	 







































































































































































































































あった．時間削減効果Sはおよそ−186%	 であった．また，Mann-Whitney	 のU	 検定を適用
したところ1%水準で有意差が見られた（p	 =	 2.65×10-5）．このことから情報の作成に
関してはノートへの手書きの方が早いことが示された．	 










いた作業時間は52.1	 秒（作成0.1回/日×225秒+	 確認1.8	 回×17.0秒），ノートを用い
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4.2.3	 	 考察	 
（1）システムを用いた申し送り業務効率化の効果の推定	 
	 本システムの利用によるスタッフ	 1	 人	 1	 日当たりの利用者別業務遂行情報と申し
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の入所棟では 1 つの部署で，勤務帯に応じて 2 名から 20 名前後のスタッフが交替で勤




情報の作成と確認では，システムを用いた場合がおよそ 539 秒（作成 1 件 225 秒/件+確
認 19 名×16.5 秒/件），ノートを用いた場合がおよそ 1,220 秒（作成 1 件 78.8 秒/件+
確認 19 名×60.0 秒/件）	 となり，時間削減効果 S は 55.8%（681 秒）となる．同様の条
件で，部署全体での申し送りの作成と確認に要する時間について推定する．システムを
用いた場合が 476 秒（作成 1 件×39.0 秒/件+	 確認 19 名×23.0 秒/件），ノートを用い
た場合がおよそ 2,070 秒（作成 1 件×59.2 秒/件+	 確認 19 名×106 秒/件），時間削減
効果 S は 77.0%（1,590 秒）である．	 
	 上記のように，1 部署当たりにおける記録された情報 1 件当たりの共有（記録と確認）
の所有時間と削減効果が推定され，部署単位の効果が期待できることがわかった.いず
れの情報においても，システムを利用することにより 681 秒から 1590 秒の時間削減が
見込まれ，55％から 77％の削減効果が期待できる.1 日当たり平均 6 件程度の申し送り

























































































































































概ね 2012 年 8 月 3 日から 8 月 11 日の期間で調査は実施された．	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報（40 件）」を合わせて 68 件あった．「申し送り作成（記録）」は全部で 47 件発生して
おり，大半が「言葉による記録（テキスト記録：42 件）」であった．	 	 
	 































	 表 4.3.4 は，調査参加者（日勤帯）において，調査期間中の「申し送り確認」と「申
し送り作成（記録）」が 1 日当たり発生した件数（部署 A の結果であるため，1 日当たり
の調査参加者は最大 2 名）と，その標準偏差（SD）を示したものである．1 日当たりの
「申し送り確認（申し送り情報）」の発生件数は平均で 3.1 件，「申し送り作成（記録）」
の発生件数は平均で 2.6 件であった．日によっては携帯端末を複数人で使っていること
があったため，1 人当たりの件数を算出できないが，数値を単純に最大参加者数の 2 名
で割って推測すると，1 日 1 人当たり「申し送り確認（申し送り情報）」が 1.6 件，「申
し送り作成（記録）（テキスト記録）」が 1.3 件となる．「申し送り確認（利用者別業務
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反映されたのかもしれない．調査 1 と調査 3 の結果を踏まえると，1 日当たり 2 件程度
記録が発生することが推測された．	 
一方，「申し送り確認」に関しては，質問紙調査（第 3 章 3.3）では「作業前（44 件）」
の確認が圧倒的に多く，「作業中（13 件）」や「空き時間（19 件）」の確認は少なかった．
1 日当たりの「申し送り確認」の頻度は 1 人当たり 1.8 回，多い場合でも，4~5 回程度
であり，「申し送り作成（記録）（10 回程度）」よりも件数は少なくなると推測された．
第 3 章 3.4 において「申し送り確認」が行われる可能性がある場所を調べてみると，全
般的に評価が高く，申し送り確認に適していると想定される場所に多様性が見られた．
申し送り記載内容を確認するために，多くの場所で端末が利用されることが見込まれる．
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 申し送り作成（記録）について携帯端末を用いる有効性について，場所の観点から考















































































4.4.1	 実装されたシステムの構成：UI と通信環境	 
実装された情報共有支援システム UI は，本章 4.1 で説明したプロトタイプから以下
に述べるような機能の追加と変更を行った．まずセキュリティ機能としてログイン画面
が整備された．システムへのログインにはパスワードが必要であり，システムを使用す
るスタッフ名も事前登録しなければいけない（図 4.4.1）．	 	 
	 	 	 	 
























ている．サーバーはSSD	 を搭載したMac	 mini	 でOS	 はMac	 OS	 X	 Server	 が稼働している．
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 図 4.4.3.2 は，申し送り「作成（記録）」においてシステムをいつ利用したかの回答
件数（複数回答あり）をまとめたグラフである．申し送りの「作成（記録）」について








































	 図 4.4.3.3 は，申し送り「作成（記録）」においてシステムをどこで利用したかの回
答件数（複数回答あり）をまとめたグラフである．詰所（スタッフルーム）が 49 件や
デイルーム（通所担当のエリア）が 19 件が多く，続いて事務室，そして利用者との直
接の接点と考えられる食堂（7 件）や居室（7 件）であった．	 













































漏れに関しては，平均で 0.2（標準偏差 0.9,n=63，標準誤差 0.1，検定統計量 0.02）で
あり，ノートに比べて書き漏れがやや減ったと考えられた．（5）腕や紙へのメモについ
ては，平均で 0.5（標準偏差 0.8，n=65，標準誤差 0.1，検定統計量 0.35）であり，ノ
ートに比べて腕や紙へのメモが減ったと考えられる．（6）申し送りの内容が他のスタッ
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検定統計量 0.62）であり，ノートに比べて内容が伝わるようになったと考えられる．（7）
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2．「どこで」システムが使用されているか	 
	 図 4.4.3.5 は，申し送り「確認」においてシステムをどこで利用したかの回答件数（複
数回答あり）をまとめたグラフである．詰所（スタッフルーム）が 53 件やデイルーム
が 15 件で多かったのに対して，利用者との直接の接点と考えられる食堂（3 件）や居室
（2 件）での利用は少なかった．	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になったと考えられる．（3）申し送りの内容を理解しやすくなったかについては，平均
で 0.8（標準偏差 0.9，n=64，標準誤差 0.1，検定統計量 0.54）であり，ノートに比べ
て内容が理解できるようになったと考えられる．（4）申し送りの内容を忘れにくくなっ
たかについては，平均で 0.2（標準偏差 0.8，n=65，標準誤差 0.1，検定統計量 0.01）
であり，ノートに比べて内容を忘れにくくなったと考えられる．（5）申し送りに対する
対応がしやすくなったかについては，平均で 0.8（標準偏差 0.8，n=63，標準誤差 0.1，
検定統計量 0.58）であり，ノートに比べて他のスタッフが対応しやすくなったと考えら
れる．（6）申し送りで知りたい情報が探しやすくなったかについては，平均で 0.8（標
準偏差 1.1，n=65，標準誤差 0.1，検定統計量 0.48）であり，ノートに比べて情報を探
しやすくなったと考えられる．（7）申し送りの確認漏れが減ったかについては，平均で
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えない．（3）家族との対応については，平均で 0.4（標準偏差 0.6,n=63，標準誤差 0.1，
検定統計量 0.24）であり，家族と対応できるようになったと考えらえる．（4）同じ部署
のスタッフとの連携については，平均で 0.8（標準偏差 0.8,n=64，標準誤差 0.1，検定
統計量 0.61）であり，連携ができるようになったと考えられた．（5）他の職種との連携
については平均で 0.9（標準偏差 0.8，n=64，標準誤差 0.1，検定統計量 0.75）であり，
他職種との連携ができるようになったと考えられる．（6）振り返りの機会が増えるよう
になったかについては平均で 0.1（標準偏差 1.0，n=65，標準誤差 0.1，検定統計量-0.14）
であり，ノートと比べて，振り返りの機会が増えたとは言えない．（7）仕事中の気付き
については，平均で 0.2（標準偏差 0.8，n=64，標準誤差 0.1，検定統計量 0.04）であ
り，ノートに比べて，気づきがやや増えるようになっていると考えられる．（8）仕事の
知識については，平均で 0.4（標準偏差 0.8，n=63，標準誤差 0.1，検定統計量 0.17）
であり，ノートに比べて仕事の知識が増えるようになっていると考えられる．（9）以前
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4.5	 第 4 章のまとめ	 
	 本章では，まず，第 3 章で明らかになったシステムの要件を備えたプロトタイプシス
テムを開発し，そのユーザビリティの評価を行った．その結果，従来使用されていた申
し送りノートに比べて，施設 1 部署当たりでの情報共有と連携に関する業務として，記
録 1 件当たり，利用者別業務遂行情報の記録と確認おいて 55.8%（681 秒），申し送りで
情報の記録と確認において 77％（1590 秒）削減できる見込みが示された．	 
	 それと同時に，システムの導入により業務が阻害されることなく，システムを活用す
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 本研究では和光苑にある 3 つの部署の中の 1 つの部署（西棟 1 階）で使用されていた
申し送りノートを対象とした．この部署では，毎月およそ 200 件前後の申し送り事項が
























































	 分析した申し送りノートを利用しているエリアには介護職，看護職あわせて 26 名の
スタッフが配属されていた．記入者（送り手）ごとの申し送り記述件数を集計した（図
5.1.1）．分析対象となった 1 ヵ月ではエリア外のスタッフ 1 名を含む 19 名のスタッフ
からの申し送りが記述されていた．記述頻度が高い上位 5 名（図 5.1.1 における申し送
り件数 10 件以上のスタッフ）によって全体の申し送り（記述者不明を含む）のうちの 6
割（全 108 件）が占められ，最も記述件数が多いスタッフでは 32 件の記述があった．




































インタビューは，インタビュワーとスタッフの 1 対 1 の形式であり，和光苑のスタッフ
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 送り手 3 者が，どのような意図で書き込みしているかの分類を表 5.1.3 にまとめた．
どの送り手も「注意/指摘」（送り手 1…33%，送り手 2…36%，送り手 3…40％）が最も多





5.1.4 では 10 件であった．このように，一致した件数は全部で，19 件だった．また，
送り手が分類した「2 つの意図」の行の項目は，著者による分類がそのうち 1 つが一致
したものである．著者による分類で，注意が 2 件，連絡，依頼，確認が各 1 件で，合計
5件が一部一致したものとなる．著者の分類と送り手の分類で一致（45 件中 19 件，4２%）
または一部一致（45 件中 5 件，11%，複数の意味合いが含まれている事項）した申し送
り事項は合わせて約半数，不一致の事項（45 件中 21 件，47%）が半数を占めた．とくに，
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表 5.1.3	 送り手による申し送り意図の分類とその件数と割合	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日も）続けて書く場合もあれば，書かないこともある』『2，3 日に 1 回程度，書く場合
















































































































































































5.2	 情報共有支援システムにおけるサービスの質の向上実現のための機能	 	 	 












な言葉が良いか」「意図を明示する効果」の 3 点を検討する．	 
	 










・実験参加者：システムを使ったことがある男女のスタッフ 18 名（平均年齢：35.6 才
（標準偏差	 7.8），平均勤務年数：12.1 年（標準偏差	 4.6）．ともに，未回答を含む）．
職種内訳は介護士 7 名，看護師 3 名，リハビリ系（作業療法士，理学療養士）4 名，
その他（栄養士，介護相談員，ケアマネージャー，事務スタッフ各 1 名）であった．	 
・刺激：1 つのシート（紙面）に情報共有支援システムの 4 つのモックアップ図を印刷










図 5.2.1	 提示刺激例：申し送り情報確認画面	 
	 
	 インタビューにおいて明らかになった 9つの文章に関する意図を一言で表したもので



































らい，その後，他の 3 つの画面（実験条件）の内容を 1 つずつ確認し，もとの画面と比
較して，5 つの質問項目（前述：覚える（印象に残る），実施できる，理解できる，ス
キル，気づき）についてそれぞれ 7 段階のリッカート尺度（もと画面を 0 として±3）
で評価してもらった．	 	 
	 シートは全部で 10 シートあった．そのうち 9 シート（「教えて」1 件，「対応して」

















	 	 	 
5.2.2	 結果	 
補助機能条件に関する結果	 
	 質問項目，補助条件の内容を考慮しない各群の評定の平均の結果を図 5.2.2 に示す．
意図ラベルは評価平均値 1.84（標準偏差 0.60），重要ラベルは評価平均値 1.58（標準






























文）ごとにあるかについて，それぞれ 2 要因の分散分析を行った．	 












図 5.2.3	 ラベル条件における補助機能条件ごとの評価平均値	 
	 
5 つの質問項目に関する結果	 
	 図 5.2.4 は 5 つの質問項目における補助機能条件ごとの評価の結果である．5 つの質























































































































































































































5.3	 第 5 章のまとめ	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 ここでは第 3 章から第 5 章で述べた研究成果をもとに，第 2 章で掲げた本研究で取り




















推薦機能やマルチメディアを備える UI を開発した．第 4 章 4.2 では，開発したシステ
ムのユーザビリティを検証したところ，従来の紙面による申し送りに比べて，申し送り
の作成と確認に関する 1 部署の 1 日当たりの時間削減効果として，申し送り情報の作成
と確認においておよそ 25 分から 30 分程度（1590 秒，削減効果量 77.0%），利用者別業
務遂行情報の作成と確認においておよそ10分から15分程度（681秒，削減効果量55.8％）



























































































































際に，現場ではこれら想定した活用がなされるとともに，第 4 章 4.4 で記述したように
カメラ機能を有効に活用した写真を使った新たな申し送りがなされるようになった．こ



























	 続いて，システムの今後の発展的活用として，第 3 章 3.3 での要件で抽出されたデー







	 データ分析による業務改善に関しては，第 4 章 4.4 のように，実際の申し送りで取得
されたデータの活用として，申し送りデータをテキストマイニングすることで，キーワ
ードの抽出や共起するワード間の関連を可視化し，現場スタッフの振り返りと議論によ































の技術に実装」について，それらの調査フェーズを本研究で 4 つ（フェーズ 0 を入れる





















































































































るために，①現場の問題の把握（第 3 章 3.1），②問題を解決するための技術の開発（第
3 章 3.3，第 4 章 4.2，4.3，第 5 章），③現場への実装（第 4 章 4.4），④効果の検証

















































	 	 	 システム開発に関しては，システムの主要なユーザーになるスタッフ	 
	 ・現場を幅広く理解している（または理解しようとの意欲が高い）スタッフ	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支援共有システムを開発する契機を与える知見が得られた（第 3 章 3.1）．また，他の
デプスインタビューでは，申し送りノートが果たしている役割が把握され，それが持つ
機能などを調査者が理解できた（第 5 章 5.1）．申し送りで記述される内容には明示さ
れていない意図が含まれていることを確認することができ，それが他のスタッフに伝わ
ることが提供するサービスの質を向上することにつながる可能性があることも把握す









































































































な情報が見つかることがある．第 3 章 3.1 では，問題把握のために，1 人のスタッフに
対して 3 回の調査を行った．1 回目のインタビューでは現場の把握を中心として，その
















































































	 ここでは，第 4 章 4.4.3 の質問紙調査の結果をもとにシステム導入による紙媒体によ
る申し送りからの改善点について考察する．第 3 章 3.1 で把握できたように，スタッフ
間連携および情報共有の問題については，利用者や家族の情報が重要であるが，その獲
得が困難であり，うまく共有できていないこと，それらの情報が「保持できない」「発
信できない」「探しにくい」などの問題があり，その解決が望まれた．第 4 章 4.4.3 に




できるか」では，それぞれ評価平均値がそれぞれ 0.8 と 0.9 と高く評価された．（質問
1）「利用者の状態が把握しやすくなったか」についても，評価平均値が 1.0 であり，
全体的な評価として，システムの導入により，スタッフ間の連携や情報共有における問
題は解消されつつあることが示唆される．また，第 4 章 4.4.3 における（2）「申し送
り『作成（記録）』に関する効果」について，（質問 6）「申し送りの内容が他のスタ
ッフに伝わりやすくなったか」，（質問 7）「他のスタッフが対応してくれるようにな






































3 章 3.3 調査 1 の結果の傾向とあまり変化は見られなかった．「作成（記録）」では，
作業の空き時間が最も多く（57 件），勤務終了後（28 件），休憩時間（22 件）に続き，
発生時すぐに（21 件）という結果であった．また「確認」も同様で，始業前（69 件），
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